
             主 文 

１ 被告は，Ａ及び被告補助参加人に対し，連帯して１２００万円及びこれに 

対する平成２１年７月１日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払

うよう請求せよ。 

２ 原告のその余の請求を棄却する。 

３ 訴訟費用（補助参加により生じた費用を含む）はこれを５分し，その４を 

原告の，その余を被告及び被告補助参加人の負担とする。 

            事 実 及 び 理 由 

第１ 当事者の求める裁判 

 １ 請求の趣旨 

  (1) 被告は，Ａ及び被告補助参加人に対し，連帯して７０２０万円及びこれに対

する平成２１年７月１日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払うよ

う請求せよ。 

  (2) 訴訟費用は被告の負担とする。 

 ２ 請求の趣旨に対する答弁 

(1) 原告の請求を棄却する。 

(2) 訴訟費用は原告の負担とする。 

第２ 事案の概要等 

１ 事案の概要 

  本件は，埼玉県東松山市（東松山市）が発注した平成１８年度のａ及びｂ浄化 

センター，ｃ第一下水中継ポンプ場並びにａ雨水ポンプ場の維持管理業務（本件

業務）の指名競争入札（本件入札）において，入札参加業者間で談合が行われ，

その際，同市の職員であったＡが，被告補助参加人の従業員に対して入札予定価

格を漏洩したため，被告補助参加人がほぼ入札予定価格どおりの金額で落札し，

その結果，同市に，本件入札における落札価格（本件落札価格）と正常な競争の

下で入札が行われた場合の落札価格（想定落札価格）との差額に相当する損害が

生じたとして，同市の住民である原告が，同市の執行機関である被告に対し，Ａ



及び被告補助参加人に対して共同不法行為に基づく上記損害の賠償と遅延損害金

の支払を請求するよう求めた住民訴訟である。 

２ 争いのない事実等（証拠により容易に認められる事実については括弧内に証拠 

を示す。） 

(1) 当事者等 

 ア 原告は，東松山市の住民である。 

 イ 被告は，東松山市の市長であり，同市の執行機関である。 

 ウ Ａは，東松山市の元職員であり，本件入札当時，同市環境産業部下水道課 

浄化センター係長として，本件業務の発注に関する事務等を行っていた者で

る。（甲５） 

 エ 被告補助参加人は，水処理施設および浄水施設の維持運転管理などを業と 

する株式会社である。 

(2) 本件入札の経過 

 ア 入札予定価格の決定 

   本件入札当時，東松山市においては，施設の維持管理などの年間業務委託 

について翌年度の予算作成を行う際，その時点における委託業者の中の１社

から見積もりを取り，その金額をそのまま予算化することが通例とされてい

た。そして，同市の契約事務を取り扱う財務契約課においては，それらの業

務について入札を実施するにあたって，予算額を減額せずに予定価格として

いた。（甲２４） 

   本件入札における予定価格の決定も上記の通例に従って行われ，前年度ま 

で継続して本件業務を受注していた被告補助参加人が提出した見積額である

２億１１９２万円（消費税抜き）が本件入札の予定価格とされた。（甲５） 

 イ 入札予定価格の漏洩 

   Ａは，平成１８年３月８日，被告補助参加人の従業員であるＢに対し，本 

件入札の予定価格が被告補助参加人による見積額のとおりであることを内報

した（本件入札妨害行為）。（甲５，６） 



ウ 入札の執行 

 東松山市は，平成１８年３月１４日，本件入札を執行し，被告補助参加人

を含む６社の指名業者がこれに参加した。 

 本件入札に参加した６社の入札価格（消費税抜き）は以下のとおりである。 

・被告補助参加人         ２億１１８０万円 

・Ｄ株式会社           ２億２３５０万円 

・Ｅ株式会社           ２億２５００万円 

・Ｆ株式会社             ２２６０万円 

・Ｇ株式会社           ２億３０００万円 

・Ｈ株式会社           ２億３２００万円 

 このうち，Ｆ株式会社の入札は錯誤により無効とされ，被告補助参加人が

上記入札価格で本件業務を落札した。 

 エ 業務委託契約の締結 

  東松山市と被告補助参加人は，平成１８年４月１日付けで，上記落札価格 

に消費税を加えた２億２２３９万円の委託金額で本件業務につき業務委託契

約を締結した。（甲２９） 

(3) 刑事事件 

  Ａ，Ｂ及び被告補助参加人の従業員でＢの上司であったＣは，本件入札を含 

む２件の入札につき偽計競争入札妨害の罪で起訴され（本件刑事事件），さい

たま地方裁判所は，平成２０年１０月２２日，上記３名に対して有罪判決を言

い渡した。（甲３） 

  Ｃ及びＢに対する判決は，同年１１月６日に確定した。Ａは上記判決に対し 

て控訴したが，平成２１年２月１８日，東京高等裁判所は控訴棄却の判決を言

い渡し，同年３月５日に判決が確定した。（甲３，４） 

(4) 住民監査請求 

  原告は，平成２１年３月２６日，東松山市監査委員に対して，本件入札にお 

いて入札参加業者間で談合が行われ，その際，Ａが入札予定価格を漏洩したな



どとして，談合によって東松山市が被った損害について，被告補助参加人及び

Ａに対して共同不法行為に基づく損害賠償請求権を行使することを求める住民

監査請求を行った。（甲１） 

  同市監査委員は，同年５月２２日，上記監査請求を棄却し，同日，原告に通 

知された。 

(5) 原告は，平成２１年６月１９日，本件訴訟を提起した。 

３ 争点 

(1) 本件入札において談合が行われたか 

(2) 損害の発生及び損害額 

(3) 過失相殺の当否 

４ 争点に対する当事者の主張 

(1) 争点(1)（本件入札において談合が行われたか）について 

（原告の主張） 

 本件入札においては，入札参加業者の間で談合が行われた。その詳細は以下

のとおりである。 

ア 平成１８年３月８日，Ｂは，Ａから本件入札の予定価格を聞き出し，それ 

が被告補助参加人の見積もりのとおりの金額であることを確認してから，Ｃ

の了承を得た上で，被告補助参加人の入札価格よりも高くなるように相指名

業者の入札価格を決め，各業者に電話で伝えた。 

イ 同月１４日，本件入札が行われる前に，Ｂは，相指名業者の担当者らに対 

し，「事前の談合どおりの金額で入札をよろしくお願いします。」という趣

旨で，「よろしくお願いします。」と挨拶した。 

 本件入札において，相指名業者のうちＦ株式会社を除く４社は，いずれも

Ｂが連絡した金額で入札した。Ｆ株式会社は，２２６０万円で入札したが，

これは金額を一桁間違ったもので，本来は２億２６００万円での入札を予定

していた。 

ウ その結果，被告補助参加人だけが予定価格を下回る価格で入札し，落札し 



た。 

（被告の主張） 

  本件入札に関して，Ａが被告補助参加人の社員に入札予定価格を内報したと 

いうが，このことをもって他の入札参加業者が入札予定価格を知り得たとはい

えない。さらに，本件入札に関して談合があったことについては公正取引委員

会による独占禁止法違反に基づく排除措置命令等はとられていないし，談合罪

で処罰された者もいない。 

  したがって，談合が行われたとは認められない。 

（被告補助参加人の主張） 

  争う。 

(2) 争点(2)（損害の発生及び損害額）について 

（原告の主張） 

 ア 本件入札において談合が行われた結果，東松山市には，本件落札価格と想 

定落札価格との差額に相当する損害が生じている。 

 イ 東松山市では，平成１９年度以降も本件業務についての入札が行われてお 

り，平成２１年１月１６日に行われた入札（平成２１年入札）は正常な競争

の下に行われた。平成２１年入札においては，本件業務に加え，「汚泥コン

ポスト施設維持管理業務（追加業務）」が入札の対象業務とされている。 

   平成２１年入札の予定価格は２億５０６１万円であり，本件入札の予定価 

格に平成１８年度の追加業務の入札における予定価格（３１９３万円）を加

えた２億４３８５万円よりも高額である。そうであるならば，平成２１年入

札の落札価格は，本件落札価格より高くなってもおかしくないのに，平成２

１年入札においては，Ｉ株式会社が１億４１６０万円で落札している。そし

て，Ｉ株式会社は滞りなく本件業務を遂行している。これは，本件業務が少

なくとも１億４１６０万円で実施できることの証左であり，本件入札におい

ても談合がなければいずれかの業者がこの価格に近似する金額で落札してい

たはずである。 



   よって，東松山市には，少なくとも本件落札価格と平成２１年入札の落札 

価格の差額である７０２０万円の損害が生じている。 

 ウ 本件入札の入札額には，本件業務とは別の業務の経費が計上されていた。 

談合が行われず，参加業者の自由競争の下に本件入札が行われていたならば，

被告補助参加人は上記経費の計上を行わない額で入札していたから，少なく

とも上記の経費分に相当する金額である２９６３万０４５９円の損害が東松

山市に生じている。 

（被告の主張） 

 ア 被告が，平成１８年度の本件業務について，「下水道施設維持管理積算要 

領（日本下水道協会１９９９年版）」（甲２０）に基づき自己積算による試

算を行ったところ，同業務についての業務委託契約の金額は２億４６１９万

３５００円（消費税を含む）となった。 

   その試算額と本件入札の入札予定価格２億１１９２円（消費税を含む金額 

２億２２５１万６０００円）を比較すると，入札予定価格の方が試算額より

も２３６７万７５００円低い金額になっている。このことからすると，本件

入札における入札予定価格は必ずしも不適正なものではなく，その結果とし

ての本件落札価格も不適正なものではない。 

   本件刑事事件の第一審判決（甲３）においても，「検察官が証拠請求した 

別の業者による見積内容から，訴外Ｊ（被告補助参加人）が多額の不正な利

益を得ているとは言えない，という主張については理由があると認められ

る。」とされており，入札価格が不適正であったとは認定されていない。 

   したがって，東松山市に損害が生じたとはいえない。 

 イ 原告主張の損害額７０２０万円（上記原告の主張イ）について 

   入札における入札価格は，それぞれの場合において，各応札業者が対象業 

務に対して，当該業務における経費，利益，営業戦略等を総合判断した結果

のものである。 

   また，Ｉ株式会社は平成２２年にも本件業務を落札しているところ，平成 



２２年の入札においては，入札予定価格２億１８３６万円に対し，落札価格

は２億円であり，平成２１年入札と比較すると，入札予定価格が低いにもか

かわらず，落札価格は増加している。このことから，平成２１年入札におけ

る落札価格は異常に低い金額であったといえる。 

   したがって，本件入札における落札価格と平成２１年入札における落札価 

格を単純に比較して，その差額を損害額とすることは妥当ではない。 

 ウ 原告主張の損害額２９６３万０４５９円（上記原告の主張ウ）について 

   争う。 

   本件入札における入札予定価格は不適正なものではないし，落札価格は応 

札業者における総合的な判断に基づくものである。 

（被告補助参加人の主張） 

 ア Ｋ株式会社が，本件業務について，自由競争に基づいて赤字を出さずに利 

益を確保できる範囲で，出来る限り低く見積もった場合の応札価格は２億０

６２４万円であり，本件落札価格との差額は５５６万円にすぎない。 

   しかも，Ｋ株式会社が算定した金額は，前提となる人員の配置数に誤りが 

あり，適正人員を配置した場合の価格を算定すると２億６０７４万円となり，

本件落札価格よりも４８９４万円も高額となる。 

   全国規模で業務を行い，信用・実績のある会社であるＫ株式会社が，本件 

入札時の条件に基づき，出来る限り低く見積もった応札価格でさえ，被告補

助参加人の落札価格を大幅に超過するものである以上，本件入札における被

告補助参加人の落札価格をもって，東松山市に損害が発生したと解する余地

はない。 

 イ 原告主張の損害額７０２０万円（上記原告の主張イ）について 

   入札が実施された場合に，入札参加業者がいかなる金額を入札価格とし， 

その結果である落札価格がいくらになるかは，談合が行われていない場合で

あっても一義的に定まるものではなく，その時々における社会情勢や経済情

勢といった一般的要因のほか，入札参加業者の数や顔ぶれ，入札参加業者各



の入札時点における経営状態や当該入札における落札意欲の強弱など，種々

の要因が複合的に影響しあって定まるものである。 

   したがって，本件入札において，談合等が行われず，自由競争の下で入札 

が実施された場合に，入札参加業者がいかなる金額で入札したかを確定的に

決することは不可能であって，平成２１年入札におけるＩ株式会社の落札価

格と全く同じ金額で落札されたと推定する合理的根拠はない。 

   加えて，本件入札と平成２１年入札とでは，入札の仕様そのものが異なっ 

ており，両者の落札価格を比較することは全く意味を持たない。 

   そのうえ，平成２１年入札においても，２社の入札参加業者が，本件落札 

価格よりも高い金額で入札している。 

   よって，原告の主張には理由がない。 

 ウ 原告主張の損害額２９６３万０４５９円（上記原告の主張ウ）について 

   被告補助参加人が本件入札に参加するにあたり，入札価格に別業務の経費 

を計上した事実はない上，その経費が原告の主張する金額であるとする根拠

もない。 

   入札価格は，種々の要因が複合的に影響しあって定まるものであり，その 

ことは本件入札における被告補助参加人の入札価格の決定においても同様で

あるから，本件入札が自由競争の下で実施された場合に，被告補助参加人の

入札価格が，本件入札の落札価格よりも２９６３万０４５９円低くなったと

はいえない。 

(3) 争点(3)（過失相殺の当否）について 

（被告補助参加人の主張） 

  本件業務の入札においては，長年にわたって東松山市の職員が入札予定価格 

を漏洩してきたこと，東松山市の入札制度自体に問題があったこと等から，東

松山市に相当程度の過失が存することは明らかであり，過失相殺がなされるべ

きである。 

（原告の主張） 



 ア 過失相殺の主張は，時機に後れた攻撃防御方法であるので，却下されるべ 

きである。 

 イ 本件入札において入札予定価格を漏洩したＡは，東松山市に対して，被告 

補助参加人とともに共同不法行為者の関係にあるところ，共同不法行為者が，

他の共同不法行為者に過失があったことを主張して過失相殺による損害賠償

額の減額を求めるのは不当である。 

 ウ 東松山市の入札制度自体に問題があったとしても，故意に行われた被告補 

助参加人らの談合行為の不当性は削減されるものではない。過失相殺により，

故意に談合行為を行った被告補助参加人に利益が保持され，被害者である東

松山市が損害を被るのは不当である。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 争点(1) （本件入札において談合が行われたか）について 

(1) 前記争いのない事実等及び証拠（甲５ないし８）によれば，以下の事実が認 

められる。 

ア Ａは，本件業務の見積額を出すため，平成１７年１２月１３日，被告補助 

参加人に見積書の提出を指示し，翌１４日，被告補助参加人から，見積額を

２億１１９２万円（消費税抜き）とする見積書が出された。Ａは，この見積

書に基づいて予算を請求し，同金額が本件入札の予定価格となった。 

 平成１８年３月８日，Ｂは，Ａから本件入札の予定価格が被告補助参加人

の見積額と同額であることを聞き出し，被告補助参加人の入札価格を２億１

１８０万円にすることをＣに提案し，Ｃはこれを了承した。 

その後，Ｂは入札書を作成し，Ｃによる確認を受けるとともに，Ｃに対し， 

相指名業者と談合をして，被告補助参加人の入札価格よりも高い金額を相指

名業者の入札価格として指定し，被告補助参加人が本件業務を必ず落札でき

るように手はずを調える旨報告し，Ｃはこれを了承した。 

Ｂは，被告補助参加人の入札価格と入札予定価格を参考にして，相指名業 

者に依頼する入札価格を決定した上，同日から翌９日にかけて，相指名業者



５社の営業担当者に個別に電話を掛け，Ｂが指定した金額で入札することを

依頼した。 

相指名業者の営業担当者は，いずれもＢの上記依頼を承諾した。 

イ 平成１８年３月１４日，東松山市総合会館４階の多目的ホールにおいて本 

件入札が行われたが，Ｂは，入札前に相指名業者の担当者らに対し，事前の

談合どおりの金額での入札をお願いしますという趣旨で，「よろしくお願い

します。」と頭を下げて挨拶をした。 

 被告補助参加人は，予定どおり２億１１８０万円で入札した。相指名業者

５社のうち４社は，Ｂが指定したとおりの金額で入札したが，Ｆ株式会社は，

担当者が入札価格を１桁間違えたため，２２６０万円で入札した。 

同日，Ｆ株式会社の役員ら二，三名が，ＢとＣに対して，入札価格を間違 

え，結果的に談合を破ることになったことについて謝罪をした。 

ウ その後，東松山市の財務契約課が，Ｆ株式会社の入札は錯誤により無効で 

あると判断し，被告補助参加人が本件業務の落札業者とされた。 

  (2) 以上のとおり，本件入札においては，指名業者間で談合（本件談合）が行わ

れ，それによって被告補助参加人が本件業務を落札したと認められる。そして，

本件談合及びそれに先立つ本件入札妨害行為は，東松山市に対する不法行為に

該当する。 

２ 争点(2) （損害の発生及び損害額） 

    (1) 損害の発生について 

本件談合は，上記のとおり，指名業者間で入札価格を調整し，被告補助参加

人が希望する価格で落札することを可能にするものであり，その結果，指名業

者間の競争による価格の下落が妨げられることになる。したがって，本件談合 

が行われず，指名業者間の公正な競争の下で本件入札が行われた場合には，実

際に被告補助参加人が落札した金額よりも低い金額で落札された蓋然性が高い。 

そうであれば，本件落札価格と想定落札価格との差額は，本件談合が行われ 

なければ東松山市は支出せずに済んだものであるから，東松山市には，その差



額分の損害が生じたと認められる。 

(2) 損害額について 

ア 平成２１年入札においてはＩ株式会社が本件業務（ただし，追加業務を含 

む。）を１億４１６０万円で落札しているところ（甲１，乙４），原告は，

本件入札における落札価格２億１１８０万円と平成２１年入札における落札

価格との差額７０２０万円が東松山市に生じた損害額であると主張する。 

しかしながら，入札における各参加業者の入札価格，そして入札の結果と 

しての落札価格は，入札当時の社会経済情勢などの一般的要因のほか，入札

参加業者の数や顔ぶれ，各入札参加業者の経営状態や受注意欲など，様々な

要因によって決せられるものであり，同一の業務についての入札であっても，

年度によって落札価格に違いが出るのは当然であるから，本件入札において

談合が行われなかったとしても，平成２１年入札と同額で落札されたという

ことはできない。現に，Ｉ株式会社は平成２２年にも同じ業務を落札してい

るが，その時の予定価格は２億１８３６万円であり，平成２１年入札の予定

価格２億５０６１万円よりも低い額であったにもかかわらず，落札価格は平 

成２１年入札の落札価格を大幅に上回る２億円であったのであり（甲１，乙

２），このことからすると，平成２１年入札における落札価格は極めて低い

価格であったと考えることもでき，この価格を基準に損害を算定するのは相

当ではない。 

また，本件入札と平成２１年入札を比較すると，本件入札の業務内容に含 

まれる緑地管理作業が平成２１年入札の業務内容には含まれていないなど，

業務仕様が必ずしも同一ではないから（乙４，丙１），この点からも，両者

を単純に比較することは妥当でない。 

したがって，損害額を７０２０万円とする原告の主張は認められない。 

イ 原告は，予備的に，被告補助参加人が本件業務の入札額を算定する際，本 

件業務とは別の業務の経費を計上しており，その経費の額である２９６３万

０４５９円が東松山市に生じた損害であると主張する。 



そこで検討するに，被告補助参加人は，本件業務の売上原価を算出するに 

当たり，同じく東松山市から受注していた追加業務やその他複数の施設につ

いての巡回点検業務の経費の一部を本件業務の経費として計上しており，そ

の金額は平成１８年度では概算で２９６３万０４５９円になることが認めら

れ（甲１１，２８），本件入札における入札価格の決定に当たっても，同様

に別業務の経費が考慮されていたと推認される。 

しかしながら，被告補助参加人が別業務の経費を本件業務の経費として計 

上していたことが，本件談合に起因するとは認められない。そもそも入札参

加業者が入札価格を決定するにあたってどのような経費を考慮するかは各参

加業者の自由であり，関連業務の経費分を上乗せすることが必ずしも不当と

はいえないし，被告補助参加人は，別業務の経費を二重に計上していたわけ

ではなく，計上すべき業務が違っていたにすぎない。 

そうすると，本件談合が行われなかったとしても，被告補助参加人が，現 

実の落札価格よりも２９６３万０４５９円低い金額で入札したと認めること

はできない。 

したがって，損害額を２９６３万０４５９円とする原告の主張は認められ 

ない。 

ウ 上記のとおり，東松山市には，本件落札価格と想定落札価格の差額に相当 

する損害が発生していると認められるが，想定落札価格は，現実には存在し

ない価格であり，多種多様な要因が複雑に絡み合って形成されるものである

ことからすると，想定落札価格を具体的に認定することは極めて困難といわ

ざるを得ない。 

したがって，本件においては，損害が生じたことは認められるものの，損 

害の性質上その額を立証することが極めて困難であるから，民事訴訟法２４

８条を適用して，口頭弁論の全趣旨及び証拠調べの結果に基づき，相当な損

害額を認定すべきである。 

そこで検討するに，被告補助参加人は，上記のとおり本件業務の売上原価 



の算定にあたって別業務の経費を計上していたのであるが，この別業務の経

費を売上原価から控除し，本件業務単体での収支を計算すると，３０００万

円以上の利益が上がっていたと認められる（甲１１）。本件入札が公正な自

由競争の下で行われた場合には，このように大きな利益が確保できるような

入札価格で落札することはほぼ不可能であると考えられ，被告補助参加人に

おいて本件業務を落札するためには，少なくとも上記利益を２分の１程度削

減した価格で入札する必要があったものと推測されるから，本件入札の想定

落札価格は，落札価格よりも少なくとも１５００万円低い金額であったとい

うことができる。 

したがって，本件談合により東松山市が被った損害の額は，１５００万円 

と認めるのが相当である。 

 ３ 争点(3) （過失相殺の当否）について 

(1) 時機に後れた攻撃防御方法であるとの主張について 

本件において，被告補助参加人は，補助参加の申出により本件訴訟の第３回 

口頭弁論期日から訴訟に参加したが，第８回口頭弁論期日の直前に提出した準

備書面(4) において初めて過失相殺の主張をし，原告がこれに対する主張を検

討する必要があったため，同期日で弁論を終結することができず，第９回口頭

弁論期日が設けられた。そこで，補助参加人の過失相殺の抗弁が時機に後れた

攻撃防御方法に該当するか検討する。 

 補助参加人が行った過失相殺の主張は，それまで主張，立証されていた事実

関係に基づく主張であり，新たな証拠調べ等を要するものではない。 

また，被告補助参加人は，本件談合の存在及び東松山市の損害の発生自体を 

争い，そのための主張，立証をしていたものであり，過失相殺の主張はこれら

が認められなかった場合の予備的主張であることに鑑みると，早期に過失相殺

の主張を提出しなかったこともやむを得ない面があり，被告に故意又は重大な

過失があったとは認められない。 

よって，過失相殺の主張が時期に後れた攻撃防御方法の提出であり，却下す 



べきであるとの原告の主張は採用できない。 

(2) 過失相殺の当否について 

  被告補助参加人は，東松山市の職員による入札予定価格の漏洩行為及び同市 

における入札制度自体に問題があったことをもって，同市に過失があり，過失

相殺をすべきであると主張する。 

  そこで検討するに，上記のとおり，本件入札においては，東松山市の職員で 

あったＡが，被告補助参加人の従業員であったＢ及びＣと共同して本件入札妨

害行為を行ったことが認められるものの，Ａは，Ｂ及びＣと共同して不法行為

を行い，被告補助参加人が利益を得ることを幇助した者であるから，Ａ個人の

行為のみをもって東松山市の過失として過失相殺を行い，被告補助参加人とＡ

の責任を軽減することは相当ではない。 

しかしながら，本件入札において被告補助参加人による見積額が入札予定価 

格となっていることは，前年度までの慣行によってＢらも容易に知り得るとこ

ろであったのであり，ＢはＡから入札予定価格を聞き出すことで，慣行に従っ

て入札予定価格が決定されたことを確認したにすぎないと認められる（甲６，

７）。そうすると，被告補助参加人による見積額をそのまま入札予定価格にし

ていたという東松山市の入札制度自体に欠陥があったというべきであり，その

ような入札制度の欠陥は，談合の成立と直接関連するものではないものの，談

合の成立を援助，助長し，入札参加業者が入札予定価格とほぼ同一の高い金額

で落札することを可能とするものであったと認められる。 

そして，上記のような入札制度の欠陥は，本件入札が行われた平成１８年の 

前後数年間に東松山市で行われた入札において，入札予定価格と落札価格が同

一ないし極めて近似した価格となっているものが多数存在すること（甲２４）

によっても裏付けられている。 

そうすると，本件入札においては，Ａ個人の行為のみならず，東松山市の入 

札制度の欠陥自体が，本件談合の成立と被告補助参加人による入札予定価格と

ほぼ同額での落札に寄与したと認められ，そのような入札制度を採用していた



ことは東松山市の過失として過失相殺の対象になるというべきである。なお，

原告は，過失相殺をすることにより，故意に談合行為を行った被告補助参加人

に利益が保持され，被害者である東松山市が損害を被るのは不当である旨主張

するが，過失相殺は，損害額の算定にあたって被害者側の事情を考慮して損害

額の公平な分担を定めるものであるから，過失相殺によって被告補助参加人の

利益が保持されるものでも，東松山市が損害を被るものでもないから，原告の

主張は採用できない。 

そして，上記の諸事情に照らすと，過失相殺の割合は２割と認めるのが相当 

であり，上記認定の損害額１５００万円に２割の過失相殺をすると，１２００

万円となる。 

 ４ 被告の怠る事実 

   Ａと被告補助参加人は，共同不法行為により，本件入札妨害行為及び本件談合

によって東松山市が被った損害として１２００万円を連帯して賠償すべき責任を

負うものと認められる。 

そして，被告は，遅くともＡに対する刑事事件の判決が確定した平成２１年３ 

月５日には上記認定に係る各証拠を入手し得る状況にあったと認められるから，

現時点まで上記損害賠償請求権を行使していないことは違法というべきである。 

 ５ 結論 

   以上の次第であるから，原告の請求は，被告に対し，Ａ及び被告補助参加人に

対して連帯して１２００万円及びこれに対する遅延損害金の支払を請求するよう

求める限度で理由があるから，その限度で認容し，その余の請求は理由がないか

ら棄却することとし，主文のとおり判決する。 
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